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◆その他収支

� 減価償却費明細表
（2017年度）�� （単位：百万円）

区 分 取得原価 当期償却額 減価償却累計額 当期末残高 償却累計率
有形固定資産 239,885 6,280 164,415 75,489 68.5%

建物 208,752 4,218 137,785 70,967 66.0%
リース資産 4,200 798 3,875 344 92.2%
その他の有形固定資産 26,932 1,264 22,754 4,178 84.5%

無形固定資産 123,635 7,117 87,715 35,919 70.9%
その他 23,064 35 22,968 95 99.6%
合　計 386,585 13,433 275,099 111,504 71.2%

（2018年度）�� （単位：百万円）

区 分 取得原価 当期償却額 減価償却累計額 当期末残高 償却累計率
有形固定資産 229,551 6,901 155,473 74,077 67.7%

建物 192,444 4,257 130,470 61,974 67.8%
リース資産 12,254 1,268 5,466 6,787 44.6%
その他の有形固定資産 24,852 1,374 19,536 5,316 78.6%

無形固定資産 127,391 8,339 89,862 37,529 70.5%
その他 22,976 30 22,889 86 99.6%
合　計 379,919 15,271 268,226 111,693 70.6%

2 事業費明細表�� （単位：百万円）

区 分 2017年度 2018年度

営業活動費 118,543 111,831

営業管理費 59,389 61,814

一般管理費 150,636 154,306

合　計 328,569 327,952
（注）	一般管理費のうち、生命保険契約者保護機構に対する負担金は、2017年度2,823百万円、2018年度2,728百万円です。
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4 リース取引
〈リース取引（借主側）〉
〔通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所得権移転外ファイナンス・リース取引〕

d. 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
減価償却費相当額の
算定方法

取得価額相当額をリース期間定額法で
償却した償却費

利息相当額の算定方法 発生ベースのリース料をリース期間で
利息法により算定した利息額

3 税金明細表�� （単位：百万円）

区 分 2017年度 2018年度

国税 13,850 13,878

消費税 11,348 11,520

地方法人特別税 2,214 2,125

印紙税 262 231

登録免許税 25 0

その他の国税 ─ 0

地方税 10,382 10,335

地方消費税 3,059 3,107

法人事業税 5,304 5,091

固定資産税 1,576 1,545

不動産取得税 ─ 155

事業所税 433 430

その他の地方税 6 4

合　計 24,232 24,213

b. 未経過リース料期末残高相当額
2017年度末、2018年度末、ともに残高がないため記載していません。

c. 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
2017年度末、2018年度末、ともに残高がないため記載していません。

a. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
2017年度末、2018年度末、ともに残高がないため記載していません。




